
令和４年度 第１回 瀬戸市国際未来教育特区学校審議会 

次 第 

令和４年６月８日（水） 

午後１時から 

瀬戸市役所４階 大会議室 

 

１ あいさつ 

 

 

 

 

２ 会長、副会長の選任について 

 

 

 

 

３ 諮問について 

 

 

 

 

４ 年間計画について 

 

 

 

 

５ その他 
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内 容 確 認

第 ３ 回 審 議 会

・ 答 申 な ど

・ 学 校 評 価 結 果 表 （ 案 ）

第 ４ 回 審 議 会

学 校 評 価 結 果 表 結 果 通 知

公 表

事 前 調 査 シ ー ト

入 学 式 （ 児 童 生 徒 数 確 定 ）
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理 事 長 ・ 校 長 な ど

意 見 交 換

意 見 交 換

理 事 長 ・ 校 長 な ど

・ 部 門 別 ヒ ア リ ン グ な ど

第 ２ 回 審 議 会

意 見 交 換



瀬戸市国際未来教育特区学校審議会運営規則 

（趣旨）  

第１条 この規則は、瀬戸市附属機関設置条例（平成２５年瀬戸市条例第１７号。以下「条

例」という。）第５条の規定に基づき、瀬戸市国際未来教育特区学校審議会（以下「審議

会」という。）の組織及び運営に関し、必要な事項を定めるものとする。  

 

（担任事務）  

第２条 条例第３条に規定する審議会の担任する事務の細目については、次に掲げる事務

とする。  

⑴ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第４条第１項の規定による設置廃止等に係る

事項  

⑵ 学校教育法第１３条の規定による閉鎖命令に係る事項  

⑶ 学校教育法第１４条の規定による変更命令に係る事項  

⑷ 構造改革特別区域法（平成１４年法律第１８９号）第１２条第５項の規定による学校

の評価に係る事項  

⑸ その他市長が意見を求めた事項についての調査及び審議に関すること。  

 

（委員）  

第３条 審議会の委員は、次に掲げる者の中から市長が委嘱する。  

⑴ 私立及び公立学校関係者  

⑵ 小学校教育に関する学識経験を有する者  

⑶ 中学校教育に関する学識経験を有する者  

⑷ 会計に関する専門知識を有する者  

⑸ 企業経営に関する専門知識を有する者  

２ 委員の任期は、１年とする。ただし、再任を妨げない。  

３ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

 

（秘密保持）  

第４条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様と

する。  

 

（会長及び副会長）  

第５条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により選任する。  

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。  

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務

を代理する。  



（会議）  

第６条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長が議長となる。  

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。  

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによ 

る。  

４ 会議は、これを公開する。ただし、会長の発議により、出席委員の半数以上の多数で議

決したときは、非公開とすることができる。  

５ 委員の任期満了後最初の委員会の会議の招集は、第１項の規定にかかわらず、市長が行

う。 

 

（意見の聴取）  

第７条 審議会において必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、意見又は説明を

聴くことができる。  

 

（議事録）  

第８条 審議会は、会議の終了後、速やかに議事録を作成する。  

 

（庶務）  

第９条 審議会の庶務は、教育部教育政策課において処理する。  

 

（委任）  

第１０条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会

に諮って定める。  

 

附 則  

（施行期日）  

１ この規則は、令和２年３月３０日から施行する。  

 

（会議の招集の特例）  

２ この規則の施行後最初の会議は、第６条第１項の規定にかかわらず、市長が招集する。 


